
第22回ジェトロ環境社会配慮諮問委員会

2019年7月19日

日本貿易振興機構

ジェトロのSDGs関連報告および
今後のSDGs普及啓発方針について



１．第五期中期計画（2019年度～2022年度） （別添１）

前文（機構の役割）（一部抜粋）

機構は、自由で公正なルールに基づく貿易を推進する我が国の通商政策に沿
い、持続可能な開発目標（SDGs）も踏まえながら、貿易の利益を広く教授する包
摂制（インクルーシブネス）を高める観点から、貿易振興機関として自由貿易の
経済的恩恵を積極的に発信するとともに、とりわけ中小・地域の企業などに国際
貿易に参加する機会を提供する役割を果たす。（続く）

本文 １－２ スタートアップの海外展開支援

(6)SDGs型スタートアップ支援

グローバルで社会課題解決を目指すスタートアップに対して、我が国の優位性
を発揮する分野を特定し、新興国を中心とした現地でのルール形成やビジネス
創出を双方向で一貫支援することで、SDGs分野におけるイノベーション創出を進
める。またSDGs等の国際アジェンダに関する情報発信と関係機関との連携を推
し進める。
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ジェトロ中期計画とSDGs



１．ジェトロとUNDPはSDGsに係る覚書を交換

日時：2018年7月8日（日）

場所：シンガポール（世界都市サミット）

＜協力の第一弾＞

ASEAN10カ国26都市を対象とするASEAN

スマートシティネットワークの構築支援
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ジェトロのSDGs関連の活動 ①

MOU署名後、記念撮影に応じる佐藤百合・ジェトロ理事（前段左）と
バレリー・クリフUNDPアジア太平洋地域副局長（前段右）、立ち合い

はビビアン・バラクリシュナン・シンガポール外相（後段左）とモハマド
・ザキ・国家開発省国務大臣（後段右）



２．研究会

(1)有識者研究会「SDGs時代の海外ビジネスとジェトロ事業」

実施期間：2018年10月～2019年1月（全5回）

内容： 第1回 論点整理（10/19）

第2回 内外企業の実践（11/8)

第3回 政府・自治体の取り組み、ジェトロ次期中期計画（11/28)

第4回 企業の調達方針、ジェトロの重点事業（12/7）

第5回 報告書のストーリーライン（1/21）

委員： ①早稲田大学 政治経済学術院教授 戸堂康之氏（座長）

②金沢工業大学 SDGs推進センター長 平本督太郎氏

③デロイトトーマツ 執行役員 羽生田慶介氏

④真和総合法律事務所 弁護士 高橋大祐氏

⑤CSOネットワーク 理事・事務局長 黒田かをり氏

⑥日本商工会議所 理事・国際部長 赤木剛氏

⑦日経ESG 編集長 田中太郎氏 4

ジェトロのSDGs関連の活動 ②



続き

有識者研究会「SDGs時代の海外ビジネスとジェトロ事業」

＜議論要旨＞

〇日本でも政府や大企業を中心にSDGsへの認知は高まっているが、一般市民、特に中
小企業の認識の低さ（15％程度）は大きな問題。

〇アーリーアダプターである大企業や自治体等が形成するエコシステムを通じてSDGsの
影響は徐々に、しかし確実に波及している。中小企業であってもSDGsが描く世界観への
無理解や対応不足は生存戦略上のリスク。

〇実は、SDGsに貢献している中小企業は多く、そうした企業にとって新たな評価軸・競争
軸をもたらすSDGsの主流化はポジティンブなもの。積極的な情報発信により、ビジネス拡
大、人材獲得にもつながる。

〇ジェトロの最大の役割は、国内外の具体的な関連事例等を収集・発信すること。中小企
業に気づきを与えることが、機会提供にもなり、リスク回避にもなる。
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ジェトロのSDGs関連の活動 ③



(2)SDGs研究会普及セミナー開催：

①中堅・中小企業向けSDGsセミナーin大阪

～SDGs時代のビジネス環境変化～

開催日：2019年2月19日（火） 場所：大阪

②中小企業向けセミナー

「SDGs時代のビジネス環境～知ってよし、守ってよし、攻めてよし」

開催日：2019年3月11日（月） 場所：東京

３．地方SDGsセミナー：北九州、長野、新潟、熊本、広島、長崎、

名古屋

４．外部SGDsセミナー：経団連×UNDP（12月）

東京外国語大学、長岡科学技術大学

５．映像メディア配信「世界は今」SDGｓ特集
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ジェトロのSDGs関連の活動 ④



６．ジェトロ職員向けSDGs勉強会： 計45名参加

第1回：2018/10/5（13名）、第2回：10/24（32名）

７．SDGs関連調査：

（１）多国籍企業の調達ポリシー

（２）企業・自治体のSDGsグッドプラクティス（欧州）

（３）企業と市民社会（NGO）のエンゲージメント事例（アジア）

８．TCFDコンソーシアムの賛同会員として新規加入

TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures

(気候関連財務情報開示タスクフォース）

2019年5月27日（月）にTCFDコンソーシアム設立総会参加
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ジェトロのSDGs関連の活動 ⑤



１．SDGs型スタートアップ支援事業（案）
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今後のSDGs普及啓発について

１．対象地域：インドネシア、マレーシア、インドを予定

２．対象分野：
①SDGsに貢献するビジネスであること
（健康、衛星、教育、モビリティ、環境、防災、安全等）
②現地カウンターパートが関心を有するビジネスであること

３．対象企業：
・スタートアップであること（ジェトロの定義に準ずる）
・シリーズA以上であること

４．プログラム案（2泊3日）
・ピッチイベントの開催半日（ピッチ、リバースピッチ）
・現地課題スタディーツアー1日

５．経費概算：
・1,000万円

現地ニーズ把握

ニーズの明確化

（アクセラレーター
※活用） 対象企業（シーズ）

の発掘・選定

（アクセラレーター
活用）

（要すれば）派遣前
メンタリング

国 内海 外

現地課題スタディー
ツアー

ミッション派遣

※これまでのシンガポールに加え、ホットスポットとして
、ジャカルタ、バンコク、クアラルンプールに配置。
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海外インフラ展開支援事業

業界団体、自治体等と
共同で現地基礎調査を実施し
必要に応じて現地を巻き込み
プロジェクトを発掘・形成

日本の質の高いインフラ技術
を現地展開する個別企業の

具体的な成約実現
(専門家派遣･有識者招へい･

現地市場性調査）

【2018年度】タイ王国・鉄道分野
専門家派遣での打ち合わせ

【2017年度】中国・水処理分野
有識者招へいでの施設訪問

業界団体、企業グループによる
海外ビジネスミッションの派遣

セミナー・イメージ 研究会・イメージ

2019年度公募終了

現地調査・情報普及事業
（1000万円/件）

【2017年度】シンガポール・水分野
ミッション派遣事業での施設訪問

【2017年度】フィリピン・省エネ
分野ミッション派遣事業での商談

2019年下期公募予定

ビジネスミッション開催事業
（現地開催経費を負担）

企業の案件具体化事業
（1800万円/件）

2019年下期追加公募予定

２．海外インフラ展開支援事業
(1)インフラシステム輸出に向けた現地調査・情報普及事業
(2)インフラシステム輸出に向けたビジネスミッション開催事業
(3)インフラシステム輸出に向けた案件具体化事業


